
環境への配慮

この印刷物は環境に配慮し、FSC®認証林および管理
された森林からの製品である「FSC認証紙」、原材料
に揮発性有機化合物（VOC）を一切使用しない
「Non-VOCタイプのインキ」、印刷工場で有害な廃
液を排出しない「水なし印刷方式」を採用しています。

見やすさへの配慮

ユニバーサルデザイン
（UD）の考えに基づいた
見やすいデザインの文字
を採用しています。

クラレCSRレポート
東京本社 〒100-8115 東京都千代田区大手町1-1-3（大手センタービル）
大阪本社 〒530-8611 大阪市北区角田町8-1（梅田阪急ビル オフィスタワー）
代表 TEL：03-6701-1000　 FAX：03-6701-1005

Corporate Social Responsibility Report

http://www.kuraray.co.jp/

2013

ク
ラ
レ
C
S
R
レ
ポ
ー
ト
2
0
1
3



トップメッセージ

2012年度の国内経済は、震災復興や、原発・エネル
ギー問題などの重要課題が思うように進展せず、海外
においても、欧州の金融不安による景気低迷が長期
化し、米国の財政健全化や雇用改善も進まず、景気の
本格回復には至りませんでした。新興国経済はアセア
ン諸国が経済成長に力強さを感じさせましたが、中国
は一時の勢いを失い、インド、ブラジル、ロシアも総じて
経済成長にブレーキがかかりました。
こうした環境の中、2012年度連結決算の売上高は
3,694億円（前期比0.1%増）、営業利益は492億円
（同10.1%減）となりました。

クラレグループは持続的な成長を実現させるため、
2012年度よりスタートさせた中期経営計画「ＧＳ－Ⅲ」
（2012年度～2014年度）に掲げた主要経営戦略（技
術革新、地域拡大、外部資源活用、グローバル経営基
盤強化、環境対応）に基づき、コア事業の世界戦略加
速のための大型投資やＭ＆Ａを実行するとともに、水・
環境、エネルギー、光学・電子の各領域において次世
代を担う事業の開発を積極的に推進しています。
2013年度は、これら「ＧＳ－Ⅲ」の主要経営戦略に基

づく諸施策を確実に推進し、売上高4,300億円、営業
利益600億円と、売上･利益ともに過去最高を目指し
ます。

“化学メーカーとしての責任”

素材･中間材メーカーであるクラレの使命の一つ
は、低炭素社会･低環境負荷社会構築に求められる製
品に必須の素材･中間材を提供することであり、それら
をできるだけ低い環境負荷で製造することであると考
えています。
その取り組みの一環として、クラレでは2012年度

から“製品の使用･廃棄段階までのライフサイクルを含
めたGHG削減貢献度”の評価を開始しました。これに
より、製造段階でのGHG排出量だけではなく、その製
品が廃棄されるまでの間にどの程度のGHG削減に貢
献しているか、を評価できるようになります。2012年
度はクラレの代表的な製品の一つである＜エバール＞
について評価を行いましたが、今後、評価の対象を拡
大していく予定です。

近年、日本の化学メーカーの事故が増加傾向にあり、
深刻な事故も発生しています。要因として、設備運転
者の世代交代、自動制御装置の進化などによる基本
的な設備理解力の低下などが指摘されており、クラレ
グループでも、Know-Why教育の充実、非定常作業
時のリスク発掘、緊張感の維持などの重要性を実感し
ています。日常運転の慣れによるちょっとした不注意が
事故や災害の原因になっていることが多く、また、こう
した不注意、ヒューマンエラーが個人にとって大きな不
幸をもたらすことや企業の存続さえも危うくする可能
性があると認識しています。
クラレグループの全社員が、常に新たな気持ちで

「安全はすべての礎」という理念を再確認し、全ての業
務、作業の安全を期していきます。

“困難な課題に挑戦”

クラレは1926年、レーヨンの企業化を目的に大原
孫三郎によって設立されました。第二次大戦前から次
世代繊維として研究を進めてきたポバールを原料とす
るビニロン繊維は、戦後の1950年に工業化に成功し、
販売が開始されました。その過程は、決して順風満帆
ではなく、嵐の中を必死に航海するようなものでした
が、その中で蓄積した研究開発、技術、生産、営業の成
果が、＜エバール＞や光学用フィルム事業などの当社
の創造的な発展を支える事業基盤となっています。
孫三郎は、クラレの設立と同時期に、労働者の健康、

安全・衛生のみならず、貧困のような社会課題をも科
学的、合理的に解決したいと考え、石井記念愛染園、
大原社会問題研究所、倉敷労働科学研究所などの現
在でも活躍している社会事業を興しています。
クラレグループは長期企業ビジョンで、「独創性の

高い技術により全地球的課題に効果的な解決策を提
供する」という方針を掲げています。先人の不断の努
力を引き継ぎ、社会が抱えている問題を自らの課題と
して捉え、それらを解決することで道を切り開いていく
べきと考えています。
クラレグループの一人ひとりが、待ち受ける困難に

怯むことなく、英知を結集し、これからも「世のため人
のため、他人のやれないこと」に挑戦をしていきたいと
思います。

株式会社クラレ 代表取締役社長

伊藤 文大

ひ と
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ライフサイクル全体を通じた
クラレグループのCSR活動
～世のため人のため、他人のやれないことをやる～
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クラレの善き原点
コラム

ひ　と

クラレは一人ひとりの個人を尊重し、独創的な技術力によって人々のくらしに役立つ素材を生み
出し、社会への貢献という価値を追求しています。
私たちは、すべてのステークホルダーの利害を尊重しつつ、社会から預かった資源を独創性のあ
る技術によって付加価値を高めて社会に還元することを通じて、持続可能な社会への貢献を果た
していきます。

調達
クラレグループは、２,０００社以上の取引
先様から設備、原材料、サービスを調達
しています。調達においては、当社のＣＳＲ
調達方針をご理解いただき、①人権の重
視、②コンプライアンス、③グリーン調達
の推進にご協力いただいています。

開発・製造・物流
クラレグループは、開発から製造、物流にわたり、環
境保全、保安防災、労働安全衛生、物流安全及び化
学品安全の自主的な管理活動を推進しています。
同時に、ステークホルダーとのコミュニケーションを
通して、クラレが抱えるさまざまな課題を明確にし、
これらの解決を図っています。

使用・廃棄
クラレグループは、独創性の高い技術で、
お客様での使用時からその最終製品の
廃棄までの間で、自然環境や生活環境の
向上に貢献する製品やサービスの提供を
目指しています。

CSR調達

・環境マネジメント
・地球温暖化防止
・化学物質の排出管理
・廃棄物の有効利用
・水資源の有効利用　
・生物多様性への対応
・輸送時の環境負荷低減
・社会的課題の解決に寄与する
 研究・開発
・LCA

・使用済み製品
 リサイクル
・環境負荷低減に
 貢献する製品の
 提供

・人権の尊重
・多様性とワーク・
 ライフ・バランス
・人材育成・評価

社会との取り組み
クラレグループは、社会の健全で持続可能な発展
が企業としての成長や繁栄の条件であるととも
に、企業の究極の目標であると考えます。企業市
民として一定の節度ある範囲で社会的な問題に
取り組むことは、企業として重要な社会貢献であ
ると認識しています。

クラレグループは、企業の社会的責
任を果たすために、ＣＳＲに関連する
取り組みをさまざまな企業活動の中
に組み込んで推進しています。 社会貢献活動

重点領域文化

学術 環境

福祉・コーポレート・ガバナンス
・ＣＳＲ推進体制 ・リスク管理
・コンプライアンス ・品質
・コミュニケーション

・安全マネジメント
・保安防災
・労働安全
・労働衛生
・物流安全

・製品安全

・品質保証

マネジメント
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欧州

アジア

日本

北米
個人の尊重
同心協力
価値の創造

行動指針企業理念

顧客のニーズを基本とすること
現場での発想を基本とすること
積極的に行動をおこすこと

企業ミッション

私たちクラレグループは、独創性の高い技術で産業の新領域を開拓し、
自然環境と生活環境の向上に寄与します。

クラレグループ行動規範

私たちは、安全に配慮した商品・サービスを開発、提供します。

私たちは、地球環境の保全と改善、安全と健康の確保に努めます。

私たちは、営業秘密を含む知的財産を尊重し、
情報を適切に管理します。

私たちは、自由、公正、透明な取引を実践します。

私たちは、社会との対話を図り、健全な関係を保ちます。

アスベスト代替材としても使用されるビニロン繊維、
面ファスナー〈マジックテープ〉、生活関連用品や工業
用品として使用される不織布〈クラフレックス〉、ポリエ
ステル繊維を製造・販売しています。

クラレは1926年に化学繊維レーヨンの企業化を目的として岡山県倉敷市に誕生しました。戦後、国産技術による初の合成繊維ビニロン、
その原料樹脂であるポバールを世界に先駆けて工業化して以来、その独自技術を生かし、スペシャリティ化学メーカーとして、数多くのオン
リーワン製品、ナンバーワン製品を世の中に送り出しています。

炭素材、水処理用高機能膜・システムの製造と販売やエ
ンジニアリング事業のほか、フレキシブル回路基板等に
使用される液晶ポリマーフィルム〈ベクスター〉などを取
扱っています。

※売上高には「外部顧客への売上高」
および「セグメント間の内部売上高
または振替高」が含まれています。調
整額951億円は含まれていません。

ポリエステル長繊維をはじめとする繊維製品、樹脂・
化学品の輸出入や卸売を行っています。

水溶性や接着性などの特性を持つポバール樹脂、
液晶ディスプレイ用途のほか、洗剤などの個包装フィ
ルムに使われるポバールフィルム、高いガスバリア性
を誇る〈エバール〉、合わせガラス用中間膜として使用
されるPVBフィルムを製造・販売しています。

世界唯一の合成法によるイソプレンケミカル製品群と、
その派生品である熱可塑性エラストマー〈セプトン〉や
高耐熱性ポリアミド樹脂〈ジェネスタ〉を製造・販売して
います。

地域別事業展開 （事業規模）会社概要 

事業概要

連結事業別売上構成※

（2012年度）

社名
代表取締役社長
設立
資本金
社員数（連結）
本社
事業所・研究所
グループ会社

海外拠点

株式会社クラレ
伊藤文大
1926年6月
890億円（2013年3月末現在）
7,332名（2013年3月末現在）
東京・大阪
倉敷、西条、岡山、新潟、鹿島、つくば
連結子会社32社・
持分法適用会社1社（2013年3月末時点）
米国、ドイツ、ベルギー、中国、
シンガポール、インド、ブラジル
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6.16.1

3,694

531

278 315

547
492

288305

1631,000

2008 2009 2010 2012 2008 2009 2010 2011　 2012 （年度）2008 2009 2010 2011　2012

総資産
純資産 ROA

2011　

5,872
6,861 6,630 6,544 6,776 7,332

4,0154,015
3,3783,378

5,0735,073

売上高
営業利益
当期純利益

連結業績推移 連結総資産・純資産・ROA※の推移 社員数の推移（連結）

※ROA：総資産営業利益率

1,552億円

448億円

462億円

1,088億円

644億円

エバールヨーロッパ
（ベルギー・アントワープ）

クラレヨーロッパ
（ドイツ・フランクフルト）

クラレアジアパシフィック
（シンガポール）

クラレサウスアメリカ
（ブラジル・サンパウロ）

クラレインディア
（インド・ニューデリー）

クラレ管理上海
（中国・上海）

1,860億円

274億円

831億円

630億円 クラレアメリカ
（米国・ヒューストン）

モノソル
（米国・メリルビル）

クラレグループの概要

33%

10%
10%

10%

23%

14%

ビニルアセテート

イソプレン

天然皮革の精緻な構造と機能性を兼ね備えた人工皮革
〈クラリーノ〉、天然歯に近い修復を可能にする歯科材料、
優れた透明性、耐候性を持つメタアクリル樹脂などを製
造・販売しています。

451億円機能材料

機能材料

繊維

繊維

トレーディング

その他

経済性情報

8.98.9

1. 商品・サービスの安全性

2. 独占禁止法および関連諸法の遵守
3. 不正競争の禁止
4. 輸出入関係法令等の遵守
5. 接待・贈答の制限
6. インサイダー取引の禁止

7. 人権の尊重（多様性と機会均等）
8. 社会貢献の推進
9. 会社情報の開示

10. 贈賄等の規制
11. 寄付等の取扱い
12. 反社会的勢力との関係拒絶
13. 利益相反行為の禁止

14. 環境保全の推進
15. 保安・防災の徹底
16. 安全で働きやすい職場環境

17. 機密情報の適切な管理
18. 知的財産権の保護

● 編集方針

● クラレグループ（連結子会社）

本報告書は、すべてのステークホルダーにクラ
レグループのCSR活動をご理解いただくこと
を目的とし、クラレグループが2012年度に取
り組んだ活動をお伝えしています。
対象期間
2012年度(2012年4月1日～2013年3月31日)
※一部、対象期間以前、もしくは以後の活動内
容も含まれます。

対象範囲
安全・環境面：（株）クラレと国内関係会社を中

心に、一部海外関係会社を含む
社会面：（株）クラレを中心に、各テーマで取り

組み状況に応じて関係会社の一部を
含む

経済面：（株）クラレと連結対象子会社および
持分法適用会社（計34社）

参考にしたガイドライン
ＧＲＩ「サステナビリティ・レポーティング・ガイド
ライン(第3.1版)」
環境省「環境報告ガイドライン(2012年版)」
発行日
2013年8月
（前回発行日2012年8月、次回は2014年8月
予定）

（株）クラレ
クラレエンジニアリング（株）
クラレテクノ（株）
クラレビジネスサービス（株）
協精化学（株）
クラレ西条（株）
クラレ玉島（株）

クラレクラフレックス（株）
クラレケミカル（株）
クラレトレーディング（株）
クラレプラスチックス（株）
（株）伊吹興産
（株）入間カントリー倶楽部
クラレリビング（株）

（株）テクノソフト
クラレファスニング（株）
クラレトラベル・サービス（株）
（株）岡山臨港
岡山臨港倉庫運輸（株）
（株）倉敷国際ホテル
クラレノリタケデンタル（株）

Kuraray Holdings U.S.A., Inc.
Kuraray America, Inc.
MonoSol Holdings, Inc.
MonoSol, LLC
MonoSol AF, Ltd.
Kuraray Europe GmbH
EVAL Europe N.V.

国内 海外

クラレサイト 国内関係会社 国内クラレグループ 本報告書中の、〈　　〉で示すものはクラレグループの商標です。海外関係会社

OOO TROSIFOL
Kuraray Asia Pacific Pte. Ltd.
可樂麗国際貿易（上海）有限公司
可樂麗貿易（上海）有限公司
可樂麗香港有限公司

（17%）

（50%）

（22%）

（7%）

その他

トレー
ディング

ビニル
アセテート

イソプレン

クラレCSRレポート 2013 クラレCSRレポート 20135 6



マネジメント報告マネジメント報告

クラレCSRレポート 2013 クラレCSRレポート 20137 8

CSRマネジメント
マネジメント報告

クラレは一人ひとりの個人を尊重し、独創的な技術力によって人々のくらしに役立つ素材を生み出し、社会への貢献という
価値を追求することを企業理念としています。そして、クラレは、社会から預かった資源を独創性のある技術によって付加価
値を高めて社会にお返しすることを事業の目的としています。
株主、取引先、消費者、地域住民、社員を含む社会のすべてのステークホルダーの利害を尊重し、この目的の達成に対して、
どのように取り組むかが、企業の社会的責任として重要であると考えています。

クラレは、株主をはじめとする社会の多様なステーク
ホルダーとの適切な関係を維持するため、そして、企業
としての業績向上と持続的な発展に寄与するだけでな
く、企業の社会的責任を果たす上でも、コーポレート・
ガバナンスが重要と考えています。

クラレは2003年に社会環境委員会、企業倫理委員
会を統合して「CSR委員会」を設置し、グループとして
のCSR推進体制を強化しました。CSR委員会は専門委
員会として4つの下部委員会（社会・経済委員会、環
境安全委員会、温暖化対策委員会、リスク・コンプラ
イアンス委員会）を設け、全社的方針や目標を検討し

て経営に提案しています。下記の委員会を構成する専
門職能部署はCSRに関する方針に基づいて、グループ
の各組織と連携してそれぞれのテーマに取り組みます。
2011年にはCSR委員会委員に全カンパニー長を加え
て、より多面的な検討が可能な体制にしています。

クラレはグループとしての一層の体質強化を目指し、
全社的リスクマネジメントの向上を図っています。事業
部、事業所、子会社および間接組織の長による自己評
価に基づき、各組織が抱えるリスクを明確にして、その
中から重大なリスクを抽出しています。CSR委員会に
おいて、抽出されたリスクの中から、経営として対応を
進めるべきリスクを選別し、評価・審議を行い、適切な
対応を推進しています。また、前年のリスク評価結果

❶ 技術継承を確実に進め、防災を徹底する
❷ 実効性のあるBCP策定と拡充を図る

◦地域住民、従業員の安全確保を最優先する
◦事業・地域の早期復旧・復興を目指す
◦復旧・復興のために地域社会と一体となって行動する

クラレは2003年度に社外監査役の増員による監査
役会の強化、経営諮問会議の設置、取締役定員の削
減と任期短縮、執行役員制度の導入による監督と執行
の分離などの改革を実行しました。2008年度には、
社外取締役の選任による、さらなるコーポレート・ガバ
ナンスの整備を図りました。

や社会で発生している事案を反映させたグループリス
ク管理基本方針を毎年社長より各組織に示達し、リス
ク環境の変化に迅速な対応が図れるように取り組んで
います。

クラレグループは、高市場シェア事業、独自技術事業
を多く有しているため、長期供給停止リスクを想定し、
主要事業のBCP構築・拡充を進めています。2012年
度には、BCPに関する全社方針を制定しました。

コーポレート・ガバナンス CSR推進体制

リスク管理

コーポレート・ガバナンス体制 CSR委員会 組織図

監査役会
監査役5名（うち社外監査役3名）

会計監査人

事
業
部・

グ
ル
ー
プ
会
社・

職
能
組
織

株
主
総
会

取締役会
取締役10名（うち社外取締役2名）

執
行
役
員

経営諮問会議
常任メンバー6名（うち社外有識者4名）

経営会議

CSR委員会

社長
社会・経済委員会 環境安全委員会 温暖化対策委員会 リスク・コンプライアンス委員会

CSR委員会（事務局：CSR本部）

項目 構成人数 内容

取締役 現取締役10名
うち社外取締役2名

経営上の重要な意思決定を行うとともに、内部統制の整備の基本方針の下に、業務執
行の監視・監督に当たります。

執行役員 現執行役員25名
（うち6名取締役兼務）

取締役会で選任され、執行権限を移譲された役員（取締役兼務者を含む）。カンパニー、
事業部、子会社および主要職能組織の長の職位に就いて、業務執行と業績に対する責
任を負います。

監査役 現監査役5名
うち社外監査役3名

取締役会などの重要な会議に出席するほか、業務執行状況の聴取、グループの事業拠
点の往査などを通じて、取締役の職務の執行状況を監査します。

経営諮問会議 常任メンバー6名
うち社外有識者4名

クラレグループの経営方針や重要な経営課題、事業計画、社長の進退、後継者候補、報
酬などに関して、法令遵守、株主権保護、経営の透明性の視点から社長への助言を行い
ます。

2013年度クラレグループリスク管理基本方針

BCPに関する全社方針

http://www.kuraray.co.jp/ir/strategy/governance.html WEB

2013年6月末現在
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 コンプライアンスに対する基本的な考えと取り組み
クラレは経営者や一人ひとりの社員が「よき市民」と

して高い倫理観に裏打ちされた行動をとる組織風土を
築き、企業の透明性、公正性を確保するため、狭義の
法令遵守にとどまらないコンプライアンスへの取り組み
を推進しています。

クラレは1998年に「企業活動規準」を定め、社会と
の幅広いかかわりの中で、すべての企業活動が地球環
境、市民社会と調和したものであるための社員一人ひ
とりの行動のあり方を表明しています。2003年には「コ
ンプライアンス宣言」を行い、企業利益よりも法令・企
業活動規準を優先することを明言しています。

また、社長による「コンプライアンス宣言」、企業理
念、企業活動規準、内部通報制度の相談窓口などを記
載したコンプライアンス・カードを2003年から派遣社
員を含む国内クラレグループ全員に配布し、社員は常
時携帯しています。さらに、2005年には、企業活動規
準を具体的に表現した「クラレグループ行動規範」と事
例解説を含む「コンプライアンス・ガイドライン」をまと
めたコンプライアンス・ハンドブックを作成し、国内全
社員（パート社員、契約社員、派遣社員を含む）に配布、
教育を実施しています。

2009年には、内容を改訂したハンドブックの第二版
を作成しました。海外拠点での事情を反映させたコン
プライアンス・ハンドブック（米国版、ドイツ版、中国版、
ベルギー版、シンガポール版）をそれぞれ作成し、海外
子会社社員に配布、教育しています。

なお、企業活動規準と行動規範はクラレのウェブサイ
トで公開しています。

 コンプライアンス教育
クラレグループでは社外弁護士による独占禁止法教

育や知的財産権に関する教育の実施等によりコンプラ
イアンスリスクの低減に努めていますが、より一層のコ
ンプライアンス意識向上を図るべく、2012年度にコン
プライアンスニュースの掲載を開始しました。社会的
に問題となった社外の事例を社内ウェブサイトに掲載
し、会社に当てはめて考え、社員の言動・対応を見直
す機会にしています。また、e-ラーニングによるコンプ
ライアンス教育も開始し、第1回目として独禁法や行動
規範、輸出管理、化学品管理に関する周知を図りまし
た。今後、関連企業へも対象を拡大するとともに、さま
ざまな分野に関するコンプライアンス教育を計画的に
実施していきます。

 内部通報制度
国内クラレグループ全社員（パート社員、契約社員、

派遣社員を含む）を対象に、コンプライアンス違反を防
止、または早期に発見・解決するための内部通報制度
として「クラレグループ社員相談室」を設置しています。
内部通報の方法・通報者保護ルールなどについては社
内イントラネット、コンプライアンス・カードで全社員に
周知しています。海外関係会社も、それぞれ内部通報
制度を設けています。

また、各事業所にセクシャルハラスメントに関する専
門の窓口も設置し、女性担当者を含むスタッフを配置して
います。

コンプライアンス

❶私たちは、法令・企業活動規準を遵守します。
❷�私たちは、企業利益よりも法令・企業活動規準

を優先します。
❸�私たちは、法令・企業活動規準に反する行為、

社会の信頼を裏切るような行為を防止するよう
努めます。

コンプライアンス宣言

クラレグループ社員相談室 相談件数の推移

内部通報制度 事業活動に沿った品質マネジメント

クラレグループでは、主に製造事業所単位で管理して
いるISO9001やISO13485などの品質マネジメントシス
テムおよび、事業ごとの製品の流れに沿った品質のマネジ
メントを実行することにより、お客様ごとの要求を満たす
製品を確実に供給できる体制を築いています。

今後は、事業ごとの品質マネジメントをより強化すると
ともに、その内容の標準化を進めていきます。

製品苦情対応
クラレグループでは、苦情情報を一元的に管理する

ことにより、迅速な苦情対応や苦情再発の防止を図っ
ています。重大な案件については「PL関連事故対応お
よび品質クレーム報告規定」に基づいた対応が取られ
ます。

2012年度には重大な健康被害や火災等の財産への
被害の原因となるような製品回収・事故はありません
でした。

化学品管理
クラレグループでは、化学品の管理を一元的に漏れ

なく実施することを目的とし、新しいシステムを導入し
ました。使用している原材料の性状、安全性情報や、
お客様に提供する製品の安全性や法対応に関する情
報をシステムに入力することにより、お客様に提供する
SDS（安全データシート）、ラベルやお客様から求められ
る製品に対する含有物調査などの対応力向上を図って

いきます。
2012年度は、システムのカスタマイズを行うととも

に、入力するデータの収集やシステムへの入力を行っ
ています。

今後は、法対応（化審法数量届出）等にも活用すると
ともに、新しい製品、原材料の情報入力を漏れなく行
うことにより、システムの信頼性の維持・向上を進めて
いきます。

 顧客満足度の向上
事業ごとの品質マネジメント強化の一例として、エバー

ル事業部では、新中期経営計画GS-IIIの開始年である
2012年度より、3カ年計画で顧客満足度向上を目指した
品質保証強化プロジェクトを開始しています。製品・サー
ビスの品質に対する顧客の要求は日々高まっており、エ
バール事業部として品質保証体制を強化し、顧客の満足
度を向上させる必要があるからです。

具体的には外部講師を招いての集合研修、自己研鑽と
してのQC検定の受験、小集団活動を通じての現場の問
題解決を通じて人材育成を手掛けています。活動を通じ
て生産、販売、開発、品質保証各部署の風通しを良くし、
お客様の声がエバール事業部で働いている全員に伝わり
やすくすることにより、自分の仕事に責任を持ち、協力し
合ってお客様の困り事を一つ一つ解決する喜びを分かち
合えるようにします。

品質マネジメント

相談者

社外
コンサルタント

社外
弁護士

社内関係部署

社員相談室事務局
（CSR本部）

相談
窓口

国内
クラレ
グループ

調査結果／措置内容

報告

調査結果の
報告

受付の報告、
調査の指示

（内容に応じ実施）
調査是正勧告

是正命令

相談

通知

社員相談室事務局（CSR本部）

CSR本部担当役員

年度 2010 2011 2012
件数 2 2 5

http://www.kuraray.co.jp/csr/conduct.html WEB

ニーズ

開発

製品設計

研究

設備設計

設備建設

製造

販売

顧客に対する
事業としての
品質を保証

シーズ

市場・社会

ユーザー
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西条事業所と新潟事業所では、敷地内にある桜の開
花時期にそれぞれ観桜会を開催しています。2012年
度はあわせて約7,500名が来場され、満開の桜を観賞
していただきました。倉敷事業所では、12月にライト
アップされたヒマラヤ杉が夜空を彩るクリスマスファン
タジーのイベントを市民に公開しました。

また、各拠点では近隣のエリアをボランティアで清掃
しています。2012年度、クラレケミカル鶴海工場では、

「おかやまアダプト」活動団体としての認定を受け、活
動の範囲を広げています。（P.25参照）

クラレアメリカでは、ヒューストンで開催されたジャパ
ンフェスティバルに社員がボランティアで参加し、市民
に日本文化を紹介することで地域社会とのつながりを
より強くしています。

クラレグループは社会に対する説明責任を果たすた
め、2007年5月に制定した「クラレグループ情報開示
ポリシー」にのっとり、広範なステークホルダー（株主、
顧客、調達先、社員、地域コミュニティなど）に向け、タ
イムリーで的確な情報開示を行っています。

 IR活動
クラレグループは投資情報の信頼性と公平性の重視

を基本に、株主・投資家向けにIR活動を行っています。
機関投資家向け決算説明会の実施に加え、一般投資
家向けにウェブサイトを通じて決算説明会や株主総会
の模様を動画配信するなど、タイムリーかつ平等な情
報提供に努めています。

2012年度は、個人株主の皆様に当社の技術力と成
長性について理解を深めていただくことを目的に、つ
くば研究センターにおいて見学会を開催しました。加
えて、東京証券取引所主催の個人投資家向けイベント

「＋YOUニッポン応援全国キャラバン」に参加し、独自
技術に基づく当社の事業展開などを紹介しました。

 広報・宣伝活動
クラレグループは、国内、海外の報道機関を通じた

企業ニュースの発信をはじめ、日本語、英語、中国語
によるウェブサイトへの最新の会社情報掲載、パンフ
レット・ビデオなどの広報ツールの充実により、企業の
現状をタイムリーに紹介する広報活動をグローバルに
行っています。

また、当社グループの認知度、業容理解の向上をめ

ざし、国内ではテレビCMを中心とした企業広告キャ
ンペーンを、海外では化学専門誌に企業広告を掲載す
るなどの宣伝活動を展開しているほか、展示会への出
展、イベントの実施などを通じて、ステークホルダーの
皆様とのコミュニケーションを図っています。

その一環として、2005年より国内最大級の環境展
示会「エコプロダクツ」に出展しています。2012年は

「ミラバケッソ※1」とともに企業広告キャンペーンに加
わった新しいキーワードである「チキュウカイカイ※2」を
テーマに当社グループの環境指向型の素材・技術を紹
介し、約1万人の方にご来場いただきました。

 地域社会との対話
レスポンシブル･ケア委員会の地域対話

クラレは、日本化学工業協会のレスポンシブル･ケア
委員会が主催する地域対話に参加しています。この地
域対話は15の地区ごとにおおよそ2年ごとに開催され
ており、工場見学や各社の防災活動、環境保全活動が
紹介され、各企業と行政、そして地域住民の皆さんが
直接意見を交わす場となっています。

2012年度には、岡山地区の地域対話（2012年11
月）に倉敷事業所と岡山事業所が、鹿島地区の地域対
話（2013年2月）に鹿島事業所が、それぞれ参加しまし
た。鹿島地区の地域対話では、コンビナートの防災体

2012年12月13日〜15日 エコプロダクツ2012

個人株主向け見学会の模様

http://www.kuraray.co.jp/disclosure.html WEB

コミュニケーション 制と震災対応についてクラレから報告を行っています。
今後もこうした機会を通じて地域住民の方々と対話

を図っていきたいと考えています。

工場見学会・説明会
クラレの各事業所およびクラレプラスチックス、クラ

レケミカル、クラレファスニングの各工場では地域住
民とのコミュニケーションを目的とした、工場見学会や
定期的な説明会を開催しています。2012年度は延べ
2,853名の方にご参加いただき、事業所の活動状況へ
の理解を深めていただきました。

地域社会との交流
各拠点では、地域社会に密着した活動を行ってい

ます。

観桜会（新潟）

クリスマスファンタジー（倉敷）

ジャパンフェスティバル（クラレアメリカ）

岡山地区地域対話の様子

鹿島地区地域対話の様子

http://www.kuraray.co.jp/ir/ WEB

※ 1 ミラバケッソ
クラレグループの企業広告キャンペーンにおけるキーワード。キャンペーン
のキャッチフレーズ「未来に化ける新素材」の略。「未来に化ける新素材」
→「ミラいにバケる新ソ材」→「ミラバケッソ」

※ 2 チキュウカイカイ
クラレグループの企業広告キャンペーンにおけるキーワード。キャンペーン
の新しいキャッチフレーズ「地球問題の解決に挑む会社」の略。「地球問
題の解決に挑む会社」→「チキュウ問題のカイ決に挑むカイ社」→「チキュ
ウカイカイ」
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安全報告

安全への取り組み
安全報告

クラレグループでは、労働災害、保安事故のリスクを発見し、その発生を未然に防ぐ安全マネジメントシステムを運用して、
社員の安全意識の向上を通じた安全で事故・災害のない職場づくりを推進しています。また、万が一、事故・災害が発生し
た場合に備え、被害を最小限に抑えるための訓練や事故の事例、教訓などの情報共有化による再発防止に努めています。 クラレグループでは、社会に対して甚大な影響を与

える爆発、火災、有害物質の漏洩などの事故・災害の
未然防止を図り、災害発生時には被害を極小化するこ
とを重要な責任として考えています。そのため、保安
防災に関するリスクアセスメントの推進、建築物・プラ
ントの地震対策、設備の保安管理システムの整備など
に全社的に取り組んでいます。特に、設備の新設･改
造時や運転条件等の変更時の安全審査・変更管理に
注力しています。また、2012年度はあらゆる観点から
の保安事故につながる危険源を特定し、リスクの大き
さに応じた本質的な発生防止対策（防災）に加えて、被
害拡大防止対策（減災）を検討・実施しています。しか
しながら、2012年度は溶接工事の熱で溶接部裏面の
木材が発火する小火が1件発生しました。人的被害は
なく、設備損傷も軽微でした。

2011年から2012年にかけてわが国を代表する大
手化学プラントにおいて爆発火災事故が連続し、多く
の死傷者が発生し、社会に不安を与えました。当社は
公表された事故報告書を基に、事故の教訓の水平展開
を図っています。具体的には、異常状態の認知、異常
時の対応手順、異常処置教育訓練等について緊急安
全総点検を実施し、一部のタンク温度についてはDCS
常時監視などのハード対策を追加しました。また、対
応手順の整備、教育訓練、技術継承等のソフト対策に
ついては、一層の強化に取り組んでいます。

クラレグループでは、社員の安全と健康の確保こそ
が企業活動の基本と認識し、労働安全マネジメントシ
ステムの適切な運用を通じて、組織および社員一人ひ
とりの安全レベルの向上に努め、安全で災害のない職
場を目指しています。2012年度は、「安全レベル評価

国内クラレグループでは、「安全活動マネジメント規
定」に基づき、年度ごとに計画を立てて労働安全・保
安防災に取り組んでいます。具体的には、毎年社長お
よび担当役員が出席する安全推進会議において、安
全活動実績の総括評価を行うとともに、次年度の活動
方針を定めます。この方針に沿って各事業所・各部
署で具体的な活動計画に反映させて活動を行っていま
す。活動計画の立案状況、計画に基づく活動の状況

 総合防災訓練
クラレグループでは事業活動の中で大量の危険物や

高圧ガスなどを扱っているため、各事業所では防消火
設備の整備を行うとともに、事業所ごとに防災組織を
編成し、定期的な訓練を行うことで万が一の事故・災
害に備えています。2012年度も各事業所において火
災や危険物の漏洩、地震や津波などのさまざまな状況
を想定した防災訓練、通報訓練、津波避難訓練等を実
施しました。また、重大な事故の発生においては全社
的な危機管理が必要となることから、社長をはじめとし
た本社各部門の代表者が参加し、「コーポレート緊急対
策本部」の訓練を定期的に行っています。

システム」により明確化された安全活動における弱点の
克服活動、危険を見落とさない網羅的なリスクアセス
メント活動等に取り組みました。結果として国内クラレ
グループでは休業災害件数は2件から5件へ増加しまし
たが、労働災害評価指標として新たに導入した「災害

およびその成果については、担当役員を含む本社安全
スタッフが年2回各事業所を訪れて安全活動現場検証
を行っています。

また、各部署は自部署の安全レベルや弱点を客観的
に評価するためのツールとして策定した「安全レベル評
価システム」を活用して、強み、弱みを的確に把握し、
安全活動のPDCAサイクルをまわして、効率的かつ効
果的な活動を行っています。

保安防災

労働安全

安全マネジメント

災害件数、事故件数の対象範囲 : 国内クラレグループ
災害度数率 : 労働時間100万時間あたりの （休業＋不休業＋軽微） 労働災害の発生件数

西条事業所 2012年度消火器訓練

新潟事業所 2012年度総合防災訓練

評価　◎：達成　○：概ね達成　△：さらに取り組みが必要　×：未達

労働安全・保安防災に関する理念・基本方針

労働安全・保安防災に関する理念 労働安全・保安防災に関する基本方針（2013年度）

「安全はすべての礎」
❶「安全第一、生産 （工事、開発）第二」を徹底すること
❷あらゆる場面で「危険」をなくす「確認」を行うこと
❸全員が無事故・無災害必達の決意を持って行動すること

目標と実績
項
目 到達目標

2012年度
2013年度目標

目標 実績 評価

保
安
防
災

事故件数　0件 0件 1件 × 0件

プラント設備の
本質安全化

リスクの大きさに応じた適切
な保安リスク低減対策の確実
な実施

化学プラントの爆発事故頻発を受け、想
定範囲を超えるリスク抽出と抽出済みリ
スクの極小化(低減)活動に注力した。

◎ ⃝危険源を見落とさ
ない網羅的なリス
ク把握と着実な対
策の実施
⃝運転・技術の伝承

(Know-Why)と確
実な継続
⃝効果的な安全活動

の実施と活動結果
の適切な評価
⃝個人の安全意識の

向上

労
働
安
全

安全で快適な職場、
安全風土の確立

危険を見落とさない網羅的な
リスク把握の着実な実施

リスク評価対象に対する網羅性は、網羅
的リスクアセスメント手法、作業の棚卸や

「設備と作業」の切り口でのリスク抽出
などにより取り組んだ。

◎

活動結果の適切な評価による
効率的かつ効果的な安全活
動の実施

「安全レベル評価システム」を活用して、
定量的、客観的に抽出した弱点項目に
対して、安全活動の整理・見直しを行い、
次年度安全活動に反映した。

◎

休業災害件数　0件 0件 5件 × 0件
災害度数率　 1.0以下 1.0以下 1.5 × 1.0以下

保安防災事故件数の推移（国内グループ）
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安全報告

クラレグループは心身ともに健康で安全に働くこと
のできる職場環境を整備するため、「クラレ労働衛生基
本方針」を制定しています。

 クラレ労働衛生基本方針
クラレグループでは、「企業活動規準」に基づき、社

員及び関係者の安全と健康の確保が企業活動の基本
と認識し、健康で安全に働くことのできる職場環境の
整備と健康づくり活動に取り組みます。

 メンタルヘルス
クラレグループでは、近年社会的に増大傾向にある

ストレス性疾病を予防するメンタルヘルス対策に全社
的に取り組んでいます。

心の相談室
クラレでは、社内、社外に心の相談室を設け、電話

相談やカウンセリングが気軽に利用できる体制を整え
ています。また、長時間労働によるメンタル不全を防
ぐために、長時間残業の対象者に対する産業医・保健
スタッフによる健康チェックを実施しています。

職場復帰への支援
長期休業者の段階的な職場復帰を支援するリハビリ

出勤制度を設けています。

クラレは物流事故による社会的被害を防止するた
め、製品の輸送、保管面での物流安全確保の活動を継
続して実施しています。この活動の中心となるクラレ
物流安全協議会は12年目を迎え、2012年度は「協力

予防のための研修
公益財団法人労働科学研究所にご指導いただき、

社員本人、職場の上司、人事担当者それぞれがメンタ
ルヘルス対策の担当であるとの認識の下、セルフケア

（社員自身による対処）・ラインケア（管理者・職場リー
ダーによる対応）の研修を継続して実施しています。

 健康づくりの支援
クラレは社員の健康増進を図るため、各社員が日常

の生活習慣改善の目標（運動量、食事量など）を定め、
その達成に向け自主的に取り組む「ヘルスアップ作戦」
を全社的に展開するなど、健康づくり施策に取り組ん
でいます。

健康診断では、労働安全衛生法に定められている内
容に加え、生活習慣病対策や婦人科健診などで対象
年齢の引き下げや項目の追加を実施しています。

会社の安全指導及び運送契約」をテーマに危険物輸送
に関する物流業者の安全研修（2回、延べ19社参加）
を実施しました。

安全な製品をお客様に提供することは、製造者とし
ての最低限の義務であると考えており、「クラレグルー
プ行動規範」（P.6参照）の第一項目にそれを掲げてい
ます。

具体的な方向性は、「製品安全に関する基本方針」お
よび「製品安全行動指針」に定めています。

日常的な管理は、事業部や関連会社単位で行って
いますが、体内に摂取されるものなど全社的な検討を

必要とする製品を開発、販売する際には、CSR本部を
中心としたワーキンググループで、安全性等のリスク
が許容可能な範囲に管理されていることを確認する体
制を整備しています。2012年度は、ナノマテリアルを
用いた面状発熱体の安全対策について検討するととも
に、ナノマテリアルの取り扱いに関する規定を策定しま
した。

労働衛生

物流安全

製品安全

評価点」（潜在的な傷害程度と災害発生要因分析（質の
悪さ）による労働災害の評価）では評価点の低下が見ら
れ、安全活動の成果が現れていると考えています。

一方、海外関係会社は1社増加（総労働時間は8％
増加）しましたが、件数は18件から9件へ減少しまし

た。海外の総労働時間は国内の約40%であるにもか
かわらず、休業災害件数が国内より著しく多いのは主
として医療システムの違い等によって休みを取る傾向
があるためと考えています。

※2 災害評価点　休業災害、不休業災害、軽微災害を対象に潜在的傷害程度、人的・
設備的・管理的責任を点数評価しランク付け。評価点が高いほど重大で責任が重い。

※1 休業災害度数率	 労働時間100万時間あたりの休業災害者数
	 ＝休業災害者数÷延べ労働時間×1,000,000

休業災害度数率※1の推移

休業災害件数

災害評価点※2（国内クラレグループ）

予防体制
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0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2
国内クラレグループ

2011 2012

Aランク（評価点）

（年度）

Bランク Cランク Dランク

0

20

40

60

80

100

120

140

160

42

56

0

53

23件

11

29

53

18件

0（Aランク）

Aランク災害 : 12点以上
Bランク災害 : 9～12点未満
Cランク災害 : 6～9点未満
Dランク災害 : 6点未満

B、Cランクの評価点
が6割減少

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度※ 4

クラレ 2 3 1 2 0 3
国内関係会社 3 1 1 1 2 2
国内協力会社※ 3 7 1 1 0 1 1
海外関係会社 5 12 9 7 18 9

安全で信頼できる製品の供給を通じて、顧客のニーズに応え、豊かでゆとりある社会の実現に貢献することを
目指す。

製品安全に関する基本方針

❶�安全関連法規および最新の技術水準を踏まえ、社会が期待する安全性レベルを満たす製品を供給する。
❷�供給する製品について予測される危険を最小に抑える。
❸�すべての製品がそれぞれに要求される品質安全基準を満たすよう、適切な品質管理システムを維持する。
❹�製品の不適切な使用・取り扱いによる事故を防止するため、顧客やユーザーに正しい製品情報を提供する。
❺�より安全な新製品の開発、製品安全技術の向上に努める。
❻�製品安全の確保・向上と迅速な事故対応のため、情報収集、社内外の協力体制の強化に努める。
❼�全社員の製品安全意識の高揚と製品安全を担う人材の育成に努める。

製品安全行動指針

3次予防 2次予防 1次予防

専門家による
サポート 予防体制統括 ラインケアの

担い手 セルフケア

本人担当者・
役割

研 修

予防段階

人事担当者研修
講師

外部アドバイザー

ラインケア研修
講師

衛生スタッフ

セルフケア研修
講師

職場リーダー

外部アドバイザー 人事担当者 職場リーダー

※3 クラレ場内で請負作業を行っている会社　※4 海外関係会社 MonoSol社 増加（2012年下期）
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環境報告

環境への取り組み －持続可能な社会を目指して－

環境報告

「素材･中間材メーカーであるクラレの使命は、低炭素社会･低環境負荷社会構築に求められる製品に必須の素材･中間材を提
供することによる貢献であり、その素材･中間材をできるだけ低い環境負荷で製造、提供することである」と考え、地球温暖化
対策の推進、化学物質の排出管理、廃棄物の有効利用などの環境保全活動に継続して取り組んでいます。

を受けてシステムの継続的改善を図っています。一方、
内部監査の精度は内部監査員の力量に左右されるた
め、事業所ごとに外部講師を招いての内部監査員研修
を行うなど、内部監査員の力量向上にも努めています。

また、国や自治体に報告するデータに間違いが無い
かを、本社環境安全センターが事業所、関係会社に出
向いて測定データそのものを確認する“本社による環
境データ監査”を行って虚偽報告等の未然防止に努め
ています。2012年度は西条事業所、倉敷事業所、ク
ラレファスニング（株）について実施し、適切に報告され
ていることを確認しました。

さらに、各事業所では環境マネジメントシステムに
則って法遵守状況を毎年確認しており、2012年度は届
出漏れや虚偽報告などの法令違反はありませんでした。

また、クラレグループでは「安全･環境審査基準」に基
づき、施設等の新増設時には事前に環境に及ぼす影響
について審査を行っています。新増設により、何らか
の環境影響が想定される場合には、環境影響を及ぼさ
ない工事方法、運転方法、使用原料等に変更して実施
することとしています。

 環境保全推進体制
クラレでは全社的な環境保全活動に取り組むため、

CSR委員会の中に「温暖化対策委員会」「環境安全委員
会」を設置し、地球温暖化対策、化学物質の排出管理、
廃棄物の有効利用等に取り組んでいます。（P.8 CSR
委員会 組織図参照）

 環境中期目標　
2010年度を基準年度、2020年度を目標年度とする

「環境中期目標」を策定し2011年度から取り組んでい
ます。中期目標においては、「環境効率※」という指標を
導入し、活動成果を数値評価できるようにしています。

 環境マネジメントシステム
クラレグループでは「クラレグループ地球環境行動指

針（1993年制定）」「環境活動方針（環境安全センター
方針）」を策定し、これらの方針に沿って各事業所･関
係会社において活動計画を作成、活動実施、結果の
確認、次年度計画への反映、というPDCAサイクルに
則った環境保全活動を進めています。

クラレグループの国内事業所、国内関係会社ではそ
れぞれISO14001の認証を取得し、内部監査、外部審
査機関（JQA）による外部審査を実施しており、これら監
査･審査を通じて環境マネジメントシステムが機能して
いることを確認するとともに、改善のためのアドバイス

環境マネジメント

地球温暖化防止

クラレグループは次の基本方針と行動原則を定
め、地球環境保全活動に取り組んでいます。

基 本 方 針

地球環境、地域社会と調和した事業活動を通じ
て、次世代への責任を果たしていきます。この基
本方針を実践するために、以下の活動を行います。

❶環境と安全を最優先課題として事業活動を行う。
❷永続性のある地球環境改善活動を行う。
❸地球環境改善に貢献する技術、商品の開発を

行う。

行 動 原 則

❶環境への有害化学物質の排出量の継続的削減
❷�気候変動防止のため、温室効果ガスの排出削

減と、エネルギー効率向上
❸省資源、再使用、リサイクルの推進
❹�環境改善技術および環境負荷の少ない商品の

開発と提供
❺環境に優しい商品の使用
❻環境情報の公表と社会との対話
❼環境に対する意識向上と環境管理レベルの向上
❽ステークホルダーとの連携

クラレグループ地球環境行動指針

※環境効率＝売上高／環境負荷
環境負荷：GHG排出量、化学物質排出量、廃棄物発生量等
製造工程でのGHG排出量等を削減した場合でも、事業活動が拡大すると
排出量の絶対値は増加するため、削減努力が適正に評価されなくなりま
す。そこで売上高と環境負荷を組み合わせた“いかに効率的に生産活動を
行ったか”を評価する指標として「環境効率」を導入し、この環境効率を向上
させていくことを目標として掲げています。

※海外関係会社は電力･蒸気の殆どを外部購入しています。温室効果ガス排出量は供給元の影響（排出係数）を大きく受けることから、海外関係会社の環境保全活動を適
正に評価するため、供給元の影響を受けない「エネルギー使用量」で評価することとしています。

目標と実績
2012年度

2013年度目標 環境中期目標
（2020年度達成目標）

環境中期目標
に対する達成率

（2012年度まで）
掲載
頁対象範囲 目標 実績 評価

地
球
温
暖
化
防
止

国内
クラレ
グループ

［温室効果ガス排出量削減対策］
排出量削減対策20千トンの実施

◦削減対策実施量44千トン
　（対前年度比）
◦環境効率（GHG排出量）
   2010年度対比　6%向上

◎ 20千トンの
削減対策実施

［環境効率
（温室効果ガス排出量）］

2010年度対比　40%向上
14% P18

海外
関係会社

［環境効率（エネルギー使用量）※］
2010年対比　2%向上

◦環境効率 （エネルギー使用量）
   2010年対比　11%向上 ◎

環境効率
2010年対比
3%向上

［環境効率
（エネルギー使用量）］
2010年対比　10%向上

110% P18

化
学
物
質
の

排
出
管
理

国内
クラレ
グループ

［日化協PRTR物質排出量管理］
2010年度排出量

（1,104トン）の維持

◦日化協PRTR物質排出量：991トン
◦環境効率（PRTR物質排出量）
  2010年度対比　15%向上

◎ 2010年度排出量
（1,104トン）の維持

［環境効率
（日化協PRTR物質排出量）］
2010年度対比　100%向上

15% P19

廃
棄
物
発
生
量

の
削
減

国内
クラレ
グループ

［廃棄物の発生抑制対策］
2011年度発生量の1%相当分

（748トン）の削減対策の実施

◦削減対策実績：3,220トン
◦環境効率（廃棄物発生量）
   2010年度対比　5%向上

◎

2012年度発生量
の1%相当分

（728トン）の削減
対策の実施

［環境効率（廃棄物発生量）］
2010年度対比　10%向上 50% P20

海外
関係会社

［環境効率（廃棄物発生量）］
2010年対比　2%向上 環境効率（廃棄物発生量）:△8% △

環境効率
2010年対比
3%向上

［環境効率（廃棄物発生量）］
2010年対比　10%向上 ▲80% P20

水
資
源
の

有
効
利
用

国内
クラレグループ － － － 2014年度までに現状把握、使用条件等の見直しを行

い、2015年度に目標値を設定するか否かを判断する － P20

海外
関係会社

［環境効率（水使用量：海水除く）］
2010年対比　2%向上

環境効率（水使用量）
2010年対比で同レベル ○

環境効率
2010年対比
3%向上

［環境効率（水使用量）］
2010年対比　10%向上 0% P20

環境中期目標
◦2020年度に環境効率（GHG排出量）40%向上 （2010年度対比、国内グループ）
◦2020年に環境効率（エネルギー使用量）10%向上 （2010年対比、海外関係会社）

国内クラレグループ 温室効果ガス排出量推移と環境効率指数 海外関係会社 エネルギー使用量と環境効率指数
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環境中期目標に対し、2012年度は2010年度を
100とした場合の指数で国内グループは106、海外
関係会社は111といずれもベンチマーク（基準年度：
2010年度）に比べ向上しています。特に海外関係会
社ではすでに2020年度の目標レベルに到達する成果
を挙げています。また2012年度は環境効率の向上
のみならず、GHG排出量（絶対値）でも国内の原子力
発電所の停止による電力会社からの供給電力に伴う
GHG排出量が増加したにもかかわらず、前年度に比
べ全体のGHG排出量を削減することができました。こ
れらの成果は、バイオマス燃料の使用量拡大、高効率
ガスエンジン発電機の稼働開始、省エネルギー機器の

導入、製造工程の運転条件見直し等によるものです。
2012年度のGHG排出量実績、エネルギー使用量は

次のとおりでした。

また、今 年 度もGHG排 出 量 削 減 対 策を実 施し、
2011年度対比で約44千トンの削減効果を上げ、単年
度目標である「削減対策実施量 20千トン以上」を大き
く上回る削減効果を上げました。

2012年度の評価　◎：計画を上回る　○：ほぼ計画通り　△：さらに取り組みが必要

国内グループ 合計：1,215千トン－CO₂
（2011年度 1,258千トン－CO₂）

海外関係会社 222千kℓ－原油換算
（2011年 230千kℓ－原油換算）
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という環境中期目標を達成するため、動向を注視する
とともに、運転条件の最適化や再原料化などに取り組
んでいきます。

化学物質排出把握管理促進法（PRTR法）に基づき、
国内事業所、国内関係会社では対象となる化学物質
の年間排出量を調査･把握し、国に報告しています。ま
た、クラレではPRTR法の対象物質以外に日本化学工
業協会（日化協）が定める化学物質についても同様に
排出量を把握してウェブサイト等で公表しています。

2012年度は基準年である2010年度に比べ環境効
率で15%の向上となりました。なお、日化協PRTR物
質の排出量は国内事業所：910トン（対前年度比+10
トン）、国内関係会社：81トン（対前年度比+29トン）と
若干の増加となりました。これは生産量拡大により、当
該化学物質の使用量が増加したことに伴うものです。

なお海外関係会社についても、夫々が立地する各国

の規制に従い排出量削減に取り組んでおり、2012年
度は128トン（対前年比△37トン）となりました。

国内クラレグループでは、「廃棄物の有効利用率
90%以上、最終埋立処分率1%以下」を2007年度以
降継続しています。2012年度も有効利用率95%、最
終埋立処分率0.3%となりました。2012年度は2011
年度発生量の1%相当量（748トン）の削減対策を行う、
という目標に対し3,220トンの削減対策効果となり、
年度目標を達成しました。一方、2020年度に環境効
率10%向上、という環境中期目標に対しても、2012
年度実績は環境効率で5%向上（2010年度対比）とな
り、目標を上回るペースで成果が上がっています。

一方で海外関係会社では、生産量増大などのため
廃棄物発生量も増加し、環境効率で△8%（2010年対
比）となりました。今後、2020年に環境効率10%向上

化学物質の排出管理

廃棄物の発生量削減・有効利用・埋立量削減

日化協PRTR対象物質の排出量の推移

 クラレグループ素材を使用した製品のライフ
  サイクルを考慮したCO₂削減貢献評価　

2012年度から“製品の使用･廃棄段階までのライフサ
イクルまで含めたGHG削減貢献度”の評価を開始しまし
た。これにより、製造段階でのGHG排出量だけではなく、
その製品が廃棄されるまでの間にどの程度のGHG削減
に貢献しているかを評価できるようになりました。

2012年度はクラレの代表的な製品の一つである〈エ
バール〉製品の「自動車用ガソリンタンク」「食品容器（ボト
ル）」「冷蔵庫用真空断熱板」の3つの用途について評価を行
い、国内で年間約255千トンのCO₂排出削減に貢献できる
ことが分かりました。この削減貢献総量は2012年度の国

内クラレグループのGHG排出量の約21％に相当します。
また、〈エバール〉製品1kg当たりの削減貢献量は〈エ

バール〉製品の製造･焼却廃棄時に生じるCO₂と比べ約
30倍になります。

今後、ほかの製品についても評価を行っていく予定で、
結果はCSRレポート等で公表していきます。

 バイオマス燃料発電、高効率ガスエンジン発電
　クラレでは倉敷事業所（玉島）で石炭の代替燃料とし
てバイオマス燃料（建築廃材等）を導入し、逐次投入量
を拡大しています。2012年度は燃料投入系統の運転
条件の最適化、供給元の拡大などに取り組み、前年よ
りも投入量が増加し（+10,000トン）、GHG削減に貢
献（△15,400トン-CO₂）しました。2013年度には設
備投資を行い、さらに投入量を拡大していく予定です。
また、新潟事業所では天然ガスを燃料とする高効率ガ
スエンジン発電設備を2011年度に導入・稼働開始し、
2012年度は年度を通じてGHG削減効果が発現した
ため、大きくGHG削減に寄与しました。

 製品輸送時の環境負荷低減　
クラレでは事業所等での製品製造時に自らが排出す

るGHGのほかに、製品をユーザーへ輸送する際の物
流段階での環境負荷の低減にも取り組んでいます。ト
ラック輸送から貨物列車、船などへ輸送手段を転換する

“モーダルシフト”にも取り組み、2010年度以降、徐々に
輸送時のGHG排出量、窒素酸化物は減少しています。
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環境中期目標 ◦2020年度に環境効率（化学物質排出量）100%向上 （2010年度対比、国内グループ）

環境中期目標 ◦2020年度に環境効率（廃棄物発生量）10%向上 （2010年度対比、国内グループ･海外関係会社）

環境中期目標 ◦2020年度に環境効率（水使用量）10%向上 （海外関係会社）

「CO₂削減貢献評価に関するコンサルティング報告書（2013.5 みずほ情報総研（株））」より抜粋

評価対象最終製品 CO₂排出削減効果
自動車用ガソリンタンク

合計255千トン-CO₂食品容器（ボトル）
冷蔵庫用真空断熱板

c-LCA（carbon-Life Cycle Analysis）の概念

排出 排出 排出 排出

原料
採取 製造 流通 消費

使用
リサイクル
廃棄
焼却

CO2排出削減貢献量算定の概念

使用
使用

CO2排出削減
貢献量

比較
製品

評価対象
製品

CO2 CO2 CO2 CO2 CO2
中間材、最終製品ベースで
比較した比較製品と
評価対象製品の
CO2排出量の差分

原料採取、
製造、

流通、廃棄
原料採取、製造、流通、使用、廃棄の
各工程で排出されるCO2を合計した

ライフサイクル全体に注目

クラレグループでは海外関係会社も含め、水資源が乏
しい地域での生産活動は行っていませんが、水も“限りあ
る資源”と捉え、環境中期目標においては「水資源の有効
利用」をテーマの一つにあげています。

国内事業所では、2009年度から水使用量（海水を除く）
が徐々に増加する傾向が見られ、2014年度までに現状を
把握、対策の要否を含めた検討を行い、2015年度に数値
目標の設定を判断することとしています。また、海外関係
会社では2011年に比べ使用量の大きな変動はありませ
んでした。海外関係会社では2020年に環境効率10%向
上（2010年対比）を目指しています。

水資源の有効利用

水使用量・環境効率の推移
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c-LCAの評価方法（CO₂排出削減貢献量の算定方法）

「国内および世界における化学製品のライフサイクル評価」（日化協 レポート第2版）より抜粋
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クラレでは「生物多様性の保全に係る活動方針」を制
定し、生物多様性保全に貢献する技術･製品開発を進
めています。一例として、バラスト水※管理システム〈マ
イクロフェード〉の施行前試験合格書（型式承認）を日
本国政府から取得（2012年5月30日付）、本格的に販
売を開始しています。

〈マイクロフェード〉は、高精度フィルターによるプラ
ンクトンの除去工程、低濃度活性物質注入による残存
プランクトンや菌類の殺滅工程を複合したシステムで、
バラスト水の浄化を可能とし、生物多様性保全に貢献
する製品として期待されています。

2004年2月には、IMO（国際海事機関）で、「バラスト水
管理条約」が採択され、今後船舶へのバラスト水管理装
置の搭載が義務付けられることが予定されています。

生物多様性保全に貢献する製品の提供

※バラスト水　船舶が積載物を降ろした後のバランスを保つための重しとしてバラストタンクに積み込む海水。採取した国とは異なる国で排出された場合、
排出した海水に含まれる水中生物が、本来の生息地と異なる場所で繁殖することによる生態系への影響が国際的な問題になっています。

＊海水を除く

1.保全の推進
❶所有土地における生物多様性への事業の影響

を調査し評価する。
❷事業に伴う生物多様性破壊を回避し、破壊さ

れた生物多様性を修復する。
❸法で定める規模以上の工事を計画する時は、

自然環境アセスメントを実施する。

2.啓発･教育
❶社員はじめステークホルダーに対する啓発教

育を推進する。
❷事業を進めるにあたって配慮すべき生物多様

性について教育する。

3.活動の支援
❶社内ボランティア及びステークホルダーと連携

し、彼らの活動を評価し支援する。
❷生物多様性保全に係る情報を公開し、ステーク

ホルダーとのコミュニケーションを図る。

生物多様性の保全に係る活動方針

る資源、排出物質を定量的に把握し、事業活動に伴う
環境負荷を低減するために役立てています。

クラレグループは事業活動の中で多くのエネルギー、
化学物質および水資源などを使用しています。投入す

事業活動のマテリアルフロー（2012年度）

製品加工メーカー店舗
使用済み
製品 エンドユーザー

製品配送

原材料 667千トン　
水（海水除く） 70.0百万m³
エネルギー 399千㎘
 （原油換算）

製品梱包資材 8.9千トン
原料等梱包資材 0.8千トン

INPUT
製品 473千トン
副生物 178千トン
化学物質 991トン
製品梱包資材 8.9千トン
温室効果ガス 1,215千トン-CO₂
NOx 1.6千トン

OUTPUT
内部リサイクル SOx 0.4千トン

ばいじん 26トン
排水（海水除く） 60.9百万m³
COD負荷量 521トン
廃棄物外部リサイクル 48.1千トン
廃棄物外部処分量 0.5千トン

廃棄物内部リサイクル

20.7千トン
使用済み製品リサイクル

683千トン
CO₂　 11.5千トン
NOx　83.6トン

◦当該期間の投資額総計：324億円
◦当該期間の研究開発費総計：128億円

環境会計

クラレグループでは2007年度以前に大型の環境設備投資
を数年間にわたって実施しており、大型案件はすでに実施
済みとなっています。そのため2008年度以降の環境設備
投資額が減少しています。

環境保全効果

バラスト水処理の仕組み

環境保全コスト（百万円） 環境設備投資額

0

500

1,000

1,500

2,000

20122007 2008 2009 2010 2011 （年度）

（百万円）

1,673

912

124
210

879

182

❶環境会計の集計にあたっての前提条件
　◦対象期間…2012年4月1日〜2013年3月31日　◦対象範囲…クラレ
❷環境保全コストの算定基準
　◦減価償却費…定額法　◦複合コストの計上基準…�原則100％環境保全項目に計上していますが、一部按分集計をしています。
❸環境保全効果の算定基準
　◦�前年度環境負荷総量との比較により算出。なお、生産量調整は行わず、前年度との単純比較です。
❹環境保全対策に伴う経済効果の算定基準
　◦�実質的効果としてリサイクル収入などを把握していますが、環境保全コストをマイナス処理しています。

※海水を除く

分類 投資額 費用額 主な内容

事業所
エリア内
コスト

公害防止コスト 219 1,381 環境設備運転費用、
有害化学物質処理費用

地球環境保全コスト 222 14 省エネ活動費用

資源環境コスト 79 636 リサイクル費用、
廃棄物処理費用

計 519 2,031

上･下流コスト ─ 109 梱包材料の回収･再使用、
容器包装の改良

管理活動コスト 75 127 ISO14001、環境測定、
環境教育

研究開発コスト 3 148 環境配慮型製品の開発

社会活動コスト ─ 0 緑化、美化、地域住民への
環境情報提供

環境損傷コスト ─ 0
合計 597 2,415

区分 単位 2010年度 2011年度 2012年度 差

公害防止
効果

SOx排出量 トン 430 375 351 ▲24
NOx排出量 トン 1,528 1,516 1,556 40
ばいじん排出量 トン 27 22 22 ▲0
PRTR物質排出量 トン 943 900 910 10
COD負荷量 トン 583 573 520 ▲53

地球環境
保全活動

温室効果ガス排出量 千トン-CO₂ 1,201 1,207 1,162 ▲45
エネルギー使用量 千Kℓ（原油換算） 407 419 386 ▲ 33

資源循環
活動

廃棄物未利用外部処分量 トン 422 511 345 ▲166
廃棄物有効利用率 ％ 95.5 95.1 94.8 ▲ 0.3
水資源使用量※ 百万m³ 64 67 69 2
総排水量※ 百万m³ 59 60 60 0

バラストタンクバラストタンク
不織布

特殊フィルター

❶取水

❹排水

❷ろ過 ❸薬剤で殺滅

世界で初めて常温保存
可能な固形薬剤を採用

❶取水…プランクトン・泥・砂・細菌を含む海水　❹排水…排出基準値以下のきれいな海水

バラスト
タンク

環境データ集については、ウェブサイトをご覧ください。
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社会との取り組み
社会性報告

社会性報告

クラレグループは、社会の健全で持続可能な発展が企業としての成長や繁栄の条件であるとともに、企業活動の究極の目
標であると考えます。人々にとって価値のある製品や事業を通して社会に貢献することはもちろん、企業市民として一定の
節度ある範囲で社会的な問題に取り組むことは、企業として重要な社会貢献であると認識しています。

会が主催する「夢・化学－21」子ども化学実験ショーに
も出展を続けています。2012年度は、高吸水性樹脂
を使った芳香剤をつくる実験に約1,600名の子どもた
ちや保護者が参加しました。

ランドセルは海を越えて
「ランドセルは海を越えて」は、戦禍によって教育機会

を奪われたアフガニスタンなどの子どもたちに、毎年、
日本の小学生が使っていたランドセルを文房具や手紙
を添えて贈る国際貢献活動です。

2004年のスター
トから9年目を迎え
たこの活動は年々
その規模が拡大し、
2012年は全 国 各
地から、約10,000
個のランドセルの
応募がありました。
子どもたちの思い
の詰まったランドセ
ルは、公益財団法
人ジョイセフの協力
のもと、関係団体
やクラレグループ

また2011年にも、鹿島事業所で、社会福祉法人神
栖啓愛園の支援により「あおぞらワークス」を開設し、
液状樹脂の梱包用の袋の製作を開始しました。

倉敷事業所で作業服のクリーニング・歯科材料のラ
ベル貼付作業に従事している社員を含めると、4つの
事業所で、あわせて10名の指導員と36名の作業員が
働いています。

医療、福祉施設へのサポート
日本のフィランソロピーの先駆者である初代社長の

大原孫三郎は数々の医療施設、福祉施設の創立に携
わりました。クラレグループは社会貢献の一環として、

「社会福祉法人石井記念愛染園」、「公益財団法人大
原記念倉敷医療機構（倉敷中央病院）」、「社会医療法
人同心会西条中央病院」に対する経営面のサポートを
継続するほか、事業所の福利施設を活用した高齢者介
護施設を運営しています。

 学術
少年少女化学教室

クラレでは、子どもたちに化学実験を体験してもら
い、化学の楽しさを知ってもらう教育活動として、小
学生を対象に「少年少女化学教室」を開催しています。

この教室は、事業所内の専門教室や、地域の小学
校、公共施設などで、社員ボランティアが講師やアシ
スタントを務めるもので、1992年より毎年国内の各事
業所で開催してい
ます。2012年度は
延 べ11回351名の
子どもたちが参加し
ました。また、2002
年から一般社団法
人日本化学工業協

社員の手で仕分けて梱包した後、さらに多くのボラン
ティアの協力を得て海を渡り、今年も現地の子どもた
ちに届けられます。

また、秋田県立大学の「ヒマラヤプロジェクト」（ヒマラ
ヤ山村の小学校に電灯をともす活動）を通じて、ネパー
ルの子どもたちにランドセルと文房具をプレゼントする
など、活動の裾野を広げています。

スポーツ大会の主催
倉敷事業所・岡山事業所・新潟事業所では、近隣

の小中学生向けに、ソフトボール・サッカー・ソフトテ
ニスなどのスポーツ大会を主催するなど地域の青少年
育成に取り組んでいます。

 福祉
知的障害者の自立支援

クラレは、障害者に雇用機会を提供することによっ
て、その自立を支援するため、地域の福祉施設と連携
して知的障害者のための作業所を設置しています。

新潟事業所の「クラレ作業所」は、1997年に中条町
（現・胎内市）と社会福祉法人七穂会「虹の家」の協力
を得て、知的障害者就労の場として開所し、生産工程
で発生する端材をリサイクルするための分別や、備品の
製作などを行っています。2007年には西条事業所の「ひ
まわり作業所」が開所し、生産工程で発生する残糸をリ
サイクルするための回収や計量作業を行っています。

社会貢献活動

クラレグループは、社会の一員としての責任を果たすため、以下の方針に基づき、社会貢献活動に
積極的に取り組みます。

活動のあり方
◦社会的な課題の解決につながる活動
◦国内外の事業拠点の地域社会に根ざした活動
◦社員の主体的参加を重視した活動
◦長期的に持続可能な活動

活動の領域
◦「文化」「学術」「環境」「福祉」を重点領域とする

クラレグループ社会貢献活動方針

少年少女化学教室開催実績
事業所 教室名 累計開催回数 累計参加人数

倉敷事業所 おもしろかがく館 61回 1,701名
西条事業所 わくわく化学教室 59回 1,754名
岡山事業所 おもしろ化学教室 36回 1,188名
新潟事業所 ふしぎ実験室 46回 1,447名
鹿島事業所 おもしろ化学教室 13回 1,001名
合計 215回 7,091名

岡南地域児童球技大会（岡山）

新潟事業所「クラレ作業所」の作業員アフガニスタンの子どもたち（写真提供 ジョイセフ）

倉敷中央病院

西条中央病院

おもしろ化学教室（鹿島事業所）

ネパールの子ども（写真提供 秋田県立大学
ヒマラヤプロジェクト)
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 クラレCSR調達活動の歩み
取引先様へのグリーン調達の推進（2002年〜）

2002年に「グリーン調達基準」を策定し、主要取引
先様800社に「グリーン調達基準」の冊子を配布すると
ともに、チェックリストによる各社の取り組み状況の評
価を開始しました。

CSR調達への展開（2005年〜）
2005年より「グリーン調達

の推進」に「人権・人格の重視」、
「コンプライアンスの遵守」を
加えた、より包括的な「クラレ
CSR調達方針」を策定し、取引
先様のご理解をお願いすると
ともに、約700社に対してアン
ケートによるCSR調達の取り
組み状況を評価する活動を開始しました。未達項目に
ついては個別でのヒアリングによる推進サポートを行う
などして、取引先様とともにCSR調達の向上に取り組
んでいます。	

 クラレのグリーン商品購入活動
2002年よりクラレでは事業活動に必要な9品種

107品目（文具、OA機器、自動車他）について、「グ
リーン購入ガイドライン」を定め、環境負荷の低い「グ
リーン商品」を優先的、積極的に購入する活動を進め
ています。

 CSR調達の考え方
クラレは2,000社以上の取引先様から設備、材料、

サービスなどを調達しています。
調達においては、取引先様にクラレの経営理念、

CSR調達方針をご理解いただき、協働でCSR調達を実
践しています。

CSR調達

クラレはCSR実践企業と取引します

１.人権の重視
❶人権・人格の重視
❷ILOの中核的労働基準の遵守
　◦団結権・団交権の保障
　◦強制労働の禁止
　◦児童労働の禁止

２.コンプライアンスの遵守
　◦コンプライアンス方針
　◦コンプライアンス遵守システム
　◦コンプライアンス教育プログラム

3.グリーン調達の推進
　◦環境方針、環境報告書の作成
　◦グリーン調達の実行計画、実行組織
　◦ISO14001の認証取得
　◦グリーン調達の教育、啓蒙の実施

クラレCSR調達方針

児童福祉
クラレヨーロッパでは、「クリスマスインシューボック

ス」という活動に参画しています。これは東ヨーロッパ
の恵まれない子ども
たちのために、靴の
空 箱 に、玩 具・ 服・
菓子等のプレゼント
を詰めて贈る活動で、
2012年 度 は145個
のギフトボックスのほ
か、現地までの輸送
料・クリスマスパー
ティーの開催費用の
一部を寄付しました。

 環境
自然保護活動

クラレの各事業所では、自治体・NPO法人と連携し
て、社員ボランティアによる森林保全活動に取り組んで
います。また、労働組合と共催で富士山植樹活動を続
けており、2012年度までに7回開催、全国の事業所か
らのべ328人が参加しています。

海外ではクラレアジアパシフィックで、シンガポール
政府が所有する公園に木を植える「プランティング・ツ
リー」活動に参加しています。

環境教育
倉敷事業所では、近隣の小学校へ出向いて環境

教育の出前授業を実施しています。2012年度は、水
資源の大切さについての講義と、水の浄化・リサイク
ルペット樹脂から糸を作るといった体験型の学習を組
み合わせて、二つの小学校で実施しました。

環境写真コンテスト
クラレトレーディングでは、身近なエコを撮影するこ

とにより、環境に興味を持ってもらおうと、小学生向け
に「こども＜エコトーク＞写真コンテスト」を公益社団法
人日本写真家協会と開催しています。コンテストの入
賞者には、夏休み
を使った親子キャン
プに招待しており、
大自然での生活を
通じて、自然につい
て学ぶ場を提供し
ています。

「おかやまアダプト」活動（P.12参照）
クラレケミカル鶴海工場では、社会貢献活動の一環と

して地域清掃活動を行っていましたが、2012年度から
は、新たな取り組みとして「おかやまアダプト」活動団体
としての認定を受けて参加しています。この活動は、岡
山県が管理する道路・河川・海岸・公園を年間一定回
数以上清掃美化する取り組みです。2012年度は、5回
の道路清掃活動でのべ189名が参加し、地域の清掃
美化に努めました。

 文化
文化支援活動

クラレでは、初代社長の大原孫三郎が設立した公
益財団法人大原美術館を継続して支援しています。

（P.31参照）
また、クラレテクノでは、大原美術館とタイアップし

て、定期的に、子ども向けにマイ・ミュージアム・ブッ
ク（大原美術館が所蔵する絵画を題材に、参加者が物
語を創作し、絵本を完成させるイベント）や、大人向け
に美術講演会を開催し、文化芸術の浸透に貢献してい
ます。

環境教育の出前授業を受ける子どもたち

マイ・ミュージアム・ブックの様子

グリーン調達基準冊子

「おかやまアダプト」（クラレケミカル）

親子キャンプの様子

プレゼントをもらって喜ぶ子ども

富士山植樹の様子

シンガポールでの植樹の様子
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クラレグループはグローバル人事ポリシーに基づいて、社員一人ひとりが仕事を通じて人間的に成長できるよう、多様性の
推進、人材育成、公正・公平な評価などの制度を整えるとともに、健全な組織風土の醸成と雇用機会の創出に取り組んでい
ます。

職場での取り組み

社員に関する基本情報

多様性とワーク・ライフ・バランス

社員数� 2013年3月末現在 クラレ離職率� 2012年度

社員数の推移 地域別人員数の推移

❶個人の人権を尊重します。
企業理念「個人の尊重」にもとづき、全ての働く人の
人格・人権を尊重します。セクシャルハラスメント、
児童労働、強制労働といった人権侵害を排除いたし
ます。

❷差別を撤廃し、多様性を尊重します。
雇用、処遇、能力開発、配置、評価などあらゆる人
事局面において、業務上の能力・成果に関連しない
人種・国籍・性別・思想等、個人の属性による差別
を行わず、さまざまな国の人材、文化、考え方を受け
入れる多様性を尊重します。

❸法律を遵守した人事施策を実行します。
人事施策の実行にあたっては、各国の法律を遵守します。

❹公平・公正・透明な人事制度を目指します。
人事施策の実行にあたっては、公平性・公正性・透
明性に最大限配慮し、すべての働く人にとって納得感
あるものを目指します。

❺職場環境の整備に努めます。
労働安全、労働衛生の観点から、心身ともに健康で
安全に働くことのできる職場環境の整備に努めます。

❻クラレグループの発展に貢献できる 
　人材の雇用に努めます。

高い能力、知識、モラルと倫理観を持ち、クラレグ
ループの発展に大きく貢献する、意欲ある人材を雇
用します。

❼適材適所の配置を行います。
保有能力・知識、適性、能力開発の観点から、人材を
適材適所に配置し、業績貢献と職務満足の極大化を
目指します。

❽納得性の高い評価・処遇を行います。
評価者との対話を通じ、従事職務、発揮能力、成果、
態度・行動を重視した、納得性ある評価・処遇を行
います。

❾能力開発を支援します。
職務を通じた能力開発を重視し、そのための適切な
支援を行います。

❿適切な情報開示、コミュニケーションの促進に努めます。
クラレグループで働くすべての人が、ミッション遂行へ
向けて一体感を感じることができるように、適切な情報
提供を行うとともに、直接、間接的な対話を行います。

クラレグループ　グローバル人事ポリシー
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クラレは次世代育成支援対策推
進法に定められた行動計画を達成
し、2007年3月、2009年3月 の2
回にわたり、厚生労働大臣から認定
事業主と指定されました。（2013
年8月現在、2013年3月の3回目の認定を申請中。）

 退職者再雇用制度
育児や介護、配偶者の転勤によりやむなく退職した

方で、再就職を希望される方への再雇用制度を制定
し、利用が始まっています。

 障害者雇用
法定雇用率を達成するだけでなく、地域の福祉施設

と連携して知的障害者のための作業所を設定するなど、
障害者の自立支援に取り組んでいます（P.24参照）。

 その他の制度
❶社会貢献のサポート

クラレでは、時効により消滅する年次有給休暇を積
み立てた「特別休暇（最大60日/年）」を社会貢献活動の
ために取得できます。また、社会貢献休職制度を設け、
社員の多様な社会貢献活動をサポートしています。
❷リフレッシュ休暇

クラレでは、勤続表彰（25年）の受賞の際、記念品と
して旅行券を選択できます。旅行券を選択した場合は、
記念旅行のために「特別休暇」を取得できます。
❸ライフプランのサポート

クラレでは、社員のライフステージに応じてライフプラ
ン研修を行っています。また、自宅で将来の収入・支出
のシミュレーションができるよう、クラレの給与・退職金
制度にカスタマイズしたＷＥＢツールを導入しています。

 勤務制度と平均労働時間
クラレでは、個人の仕事内容に応じた「裁量労働制」

「事業場外みなし労働時間制」「変形労働時間制」な
ど、柔軟な勤務制度を導入しています。また、ノー残業
デーの実施や年休取得率の向上に取り組んでいます。

 育児・介護休職制度
クラレでは、ワーク・ライフ・バランスを支えるインフ

ラとして社員の育児・介護をサポートする制度を導入
しています。

育児休職は、保育園入園時期を考慮し、子どもが
1歳到達後の4月末まで、もしくは1歳6ヵ月になるま
でのいずれか長いほうの期間を取得できます。また、
男性の育児参加を促進するため、男性の育児休職取
得を推進しています。

育児短時間勤務制度は、子どもが小学校3年の修了
までを対象としています。育児休職制度および育児短
時間勤務制度は、出産した女性社員のほぼ全員が利
用しています。

介護休職・介護短時間勤務は、それぞれ最長1年間、
通算して最長2年間の取得が可能です。

育児休職・介護休職者数［クラレ］
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総平均労働時間と年休取得率の推移［クラレ］
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※グループは連結対象会社 ※離職率は、事由別退職者数／期初クラレ社員数

全体 男性 女性
クラレグループ全体 7,332名 6,258名 1,074名
クラレ単体 3,078名 2,796名 282名

退職者数 離職率
自己都合 23名 0.6%
定年 89名 2.1%

※2013年4月より法定雇用率が1.8%から2.0%に改定されています。
2013年6月1日現在のクラレ障害者雇用率は2.29%となっています。

障害者雇用率［クラレ］
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社会性報告

 グローバル人材育成プログラム
クラレグループの2012年度の海外売上高比率は

50％であり、全体の約2割にあたる社員が海外で働
いています。クラレグループのグローバルな成長をさ
らに加速させるためには、人的資源のグローバル対応
力向上、グループ一体経営意識の醸成、「クラレDNA」
の共有化をより一層進め、世界を舞台に活躍できる人
材を育成することが急務であると考え、2007年度より

エグゼクティブ マネジメント・トレーニング開始
クラレグループでは、2012年度から海外を含めた上

級管理職・経営陣を対象とした研修を開始しました。
初回は海外5名を含む20名で、約1週間にわたってシ
ンガポールの研修機関を利用して開催しました。

 海外インターンシップの受け入れ
クラレでは、国内外の大学からインターンシップを受

け入れています。
インターンシップの目的は、実施部門の目的によりさ

まざまですが、国内外の大学との関係構築・強化を主
目的としつつ、化学界の将来を担う学生の育成や、受
け入れる社員のモチベーション向上にも大きく貢献して
います。

2012年にドイツのアーヘン工科大学から来日し、繊
維カンパニーで10週間のインターンを行ったインガ・
ノルさんの感想をご紹介します。

 公正・公平・透明な人事諸制度
クラレは、年功や属人的要素ではなく、職務遂行能

力の向上や業績・役割、高い目標へのチャレンジを処
遇に反映する人事制度を導入しています。

具体的には、管理職は役割・業績に応じて処遇する
役割等級制度により、一般社員は能力伸長度・業績に
応じて処遇する職能資格制度により、給与・賞与を決
定しています。また、希望するキャリアパスに応じて育
成コースを転換できる制度も取り入れています。

人事評価は上司と部下が面談のうえで、職務や能力
開発上の目標を設定し、実績を評価する目標管理制度
を取り入れており、評価者研修も継続的に実施してい
ます。

また、社員が仕事や職場生活についてどのように感
じ、何を望んでいるか、を把握し、制度・職場を改善し
ていくために、定期的に従業員意識調査を実施してい
ます。

「グローバル人材育成プログラム」を開始し、さまざま
な研修を企画・実施しています。海外各拠点で集合
研修を行う「グローバルチームトレーニング（GTT）」、
や国内・海外のグループ会社間で相互に研修派遣を
行う「トレーニー」等に、2007年度から2012年度の6
年間で国内外から400名以上が受講しました。今後
も、毎年プログラムの見直しを行いながら継続して実
施していきます。

クラレ全社研修制度

グローバル人材育成プログラム

人材育成・評価

労働組合との関係

事業所、各国内グループ会社でも、独自の研修を企
画・実施して、社員のスキル開発・キャリア形成にきめ
細かく対応しています。

また、自己啓発による一定の公的資格の取得に対して、
奨励金を支給する資格取得支援制度を設けています。

さまざまな課題について真摯に協議を行い、労使協力し
て解決に取り組んでいます。

国内クラレグループでは、業務上必要な知識・スキ
ルの獲得と社員の自律的なキャリア形成をサポートす
る全社研修制度を設けています。

全社研修は、正社員だけではなく、臨時パート社員、
契約社員も必要に応じて受講が可能であり、クラレ各

クラレにはクラレ労働組合とクラレグループに所属する
労働組合によって組織されるクラレ労働組合連合会があ
ります。労使協議会や安全衛生協議会などの場を通じて、
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エグゼクティブ マネジメント
トレーニング（EMT）

アドバンストグローバル
マネジメント トレーニング（AGM）

GTTフォローアップ

トレーニー

グローバルチーム
トレーニング（GTT）

グローバルマネジメント トレーニング
（GMT)

異文化理解

コミュニケーション

グローバルビジネススキルの基礎

海外安全研修 エリア研修

インターンシップ生からのコメント

クラレでインターン生として過ごした10週間は、さまざまな面でとても充実したものにな
りました。大学で学んだ理論の実践やマーケティングのスキル学習などを通じ、数多くの
有益な経験をしました。一方で個人的にも、クラレでのインターンシップでは日本の文化
や生活について多くの学びを得ることができ、私自身の可能性を拡げてくれました。ほか
のインターンシップも学部生時代に経験しましたが、それらに比べてクラレのインターンの
特徴は、より大きな責任を持って活動させてもらえたことです。特に自分自身のプロジェ
クトを持ち、取り組み方を具体的に学べたことは、今後の自分のキャリアにとって良い材
料になると思います。

また、ドイツ以外の国のテキスタイル業界で働くことがどういうことかを実感する良い機会
になりました。
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クラレには善き原点がある。

ここでいう原点とは、創業者、大原孫三郎、そして二代目

経営者、大原總一郎から受け継がれてきた、ある意味「普

通ではなかった」経営理念を指す。確かにどの企業にも創

業者は存在しており、原点は存在するだろう。何も大原孫

三郎、總一郎のみが善き原点だとは断言しない。しかし、マ

ルクス経済学者の大内兵衛は、大原孫三郎について、「岩

崎弥太郎と安田善次郎ほど巨大な実業家ではないが、得

た富を公益事業に使用したという点では三井も三菱も、い

かなる実業家よりも偉大な結果を生んだ財界人で、語り伝

えるに値する財界人である」との見解を示した。

実際に孫三郎は、農業経済から資本主義経済への転

換期に労働者が都市へと流入し、「持つ者」と「持たざる

者」との格差が拡がっていた時代に、経営する企業内の

労働者の幸せ、健康、安全・衛生、やりがいを保障するた

めの施策を打ち出した先駆者の一人であった。また、孫三

郎は、倉敷、岡山地域のインフラや企業の整備に尽力する

と共に、社会の問題を事

前に科学的、合理的に解

決したいと考えて大原農

業研究所、大原社会問

題研究所、倉敷労働科

学研究所（各々岡山大学

資源植物科学研究所、

法政大学大原社会問題

研究所、労働科学研究

所として現存）や倉敷中央

病院、大原美術館、若竹の

園（保育園）を設立した。さら

には、大阪市の貧困地域に

研究者が定住して、その地

域の民衆が直面している問

題の解消を手伝うというセツ

ルメント活動を体系的に継

続していくための組織、石井

記念愛染園も設立した。

孫三郎が実現したいと考えていたより善き社会は、経営

する企業内にとどまらず、故郷の倉敷、岡山というコミュニ

ティから拡がり、日本、ひいては世界までもが射程に入って

いたのであった。

このような孫三郎の後を継いだ一人息子の總一郎は、

松下幸之助が「関西財界の華、美しい経済人」と呼んだよ

うに、また、「文化人」だと指摘する人もいるように、孫三郎と

は一見全く異なるタイプの経営者のように見受けられた。し

かし、両者には共通点も多かった。それらの代表的なもの

の1つは、利益至上主義、人間を無視した経済の否定で

あった。

總一郎も、「会社というものは利益をあげさえすればい

い、というものであってはならない」、「社会公共の役に立つ

会社であって、しかも、利益をあげることができる会社でな

ければならない」と常々説いていた。

そして第2の共通点は、自然を愛でる心であった。總一郎

は、「人間の文明といっても、それが自然を否定した上のも

のでは意味がないんじゃないでしょうか。私はきっとそういう

生き方は、やがて自然に対する郷愁を覚えて後悔する日が

あると思う」と語って、公害についても、高度経済成長期以

前に発生者責任を指摘して、いち早く警告していた。

第３の共通点は、斬新な経営、イノベーションとクリエー

ション重視の姿勢であった。孫三郎は多角経営化を調査・

模索する中でレーヨン作りに進出し、クラレの原型、倉敷絹

織を誕生させた。總一郎はこの精神と孫三郎が戦前から

手掛けていた事業を受け継ぎ、技術的、資金的困難を乗り

越えて、国産初の合成繊維、ビニロンの工業化を戦後に成

功させた。苦しい戦後の復興期にもチャレンジを總一郎が

放棄しなかった大きな理由は、いくつかある。日本の経済的

独立の一助としたい、廃墟と化した日本の人 を々鼓舞し、勇

気をもたらしたいという思い、そして孫三郎の教訓であった。

事業のライフサイクルは通常30年、長くても50年とも一般

には言われているが、今から60年以上前のこのビニロンの

成功は、今もクラレに受け継がれている。クラレには世界

シェアNo.1の製品がいくつも存在するが、それらの多くはビ

ニロンの原料であるポバール樹脂に由来するものなのであ

る。しかし、クラレは、ビニロンの成功をそのまま後生大事に

守ってきて恩恵にあずかっているわけではない。時代の

ニーズや変化に合わせて変えるところは変える、という原点

に違うことなく、用途を完全に様変わりさせた上で、中核事

業として生き続けさせているのである。

先祖の誤りを正すことが子孫の役割であって、先祖が

偉かったといって自慢することは子孫がいかに退化してい

るかを示すことであるという言葉も残した大原孫三郎は、良

き伝統は残しながらも、時代の変化に合わせて新しきことを

取り入れる、変革することを重視した。また、大原總一郎も

民衆のためという視点も重視して、他社とは異なる道を選

択した。

『イノベーションのジレンマ』を記述した経営学者のC.クリ

ステンセンが、市場の最上層まで上りつめて行き場をなくし

た多くの日本の企業も「破壊的イノベーション」のジレンマと

無縁ではないと指摘したように、グローバル化と人口減少

の中で日本企業はますます困難な時代に直面するかもし

れない。しかし、クラレには、成功体験のみを有しているわけ

ではないという、逆に言う強みがある。そして何よりも「普通

ではなかった」善き原点を有している。クラレの原点、大原

孫三郎・總一郎父子は、CSR（企業の社会的責任）という

明確な概念もない時代から社会と民衆に目を向け、

win-winの価値を社会に創出しようと民間人の立場から

リーダーシップを発揮していた。企業は、自社の活動に密接

させながら社会に共通価値を創造することで初めて正しい

利益をあげるものだと考えていた両者の経営理念と活動

は、経営学者のM.ポーターが、社会奉仕のようなCSR活動

に代わって昨今主張し出した共有価値の創造（CSV）の

要素を正に多分に含んでいたとも言えよう。

イノベーションを重視した大原總一郎もその難しさを誰よ

りも承知していたが、それでもやはりクラレは我々が直面し

ている社会的脅威に対抗する技術を近い将来にあみ出し

てくれるのではないかと、密かに期待してしまう。「普通では

ない」善き原点を持つクラレには、社会の共有価値の創造

（CSV）にさらに挑んでいっていただきたいと考えている。

大原孫三郎 大原總一郎

公益財団法人大原美術館

社会福祉法人石井記念愛染園
附属愛染橋病院

ビニロン織物展示即売会

早稲田大学日本地域文化研究所客員准教授（専攻、社会・経済・経営・政治史、及び思想）。静岡県下田市生まれ。早稲田大学大学
院社会科学研究科博士後期課程単位取得後退学。2006年『留岡幸助と大原孫三郎の社会思想 日本近代化過程における社会改良
実践の一考察』で博士号（学術）取得（早稲田大学）。

著書　『福祉実践にかけた先駆者たち 留岡幸助と大原孫三郎』 藤原書店　2003年
『大原孫三郎の社会文化貢献』成文堂　2009年
『戦後復興と大原總一郎 国産合成繊維ビニロンにかけて』成文堂　2012年
『大原孫三郎　善意と戦略の経営者』  中公新書　2012年

兼田 麗子
（かねだ れいこ）

『大原孫三郎
善意と戦略の経営者』

クラレの善き原点
日本の近代化について、企業経営者のリーダーシップの観点か

ら研究を続けている早稲田大学日本地域文化研究所の兼田麗

子客員准教授に、クラレの創業者大原孫三郎と二代目社長大

原總一郎父子の経営理念と、その原点を受け継ぐクラレへの期

待を執筆いただきました。

クラレCSRレポート 2013 クラレCSRレポート 201331 32



環境への配慮

この印刷物は環境に配慮し、FSC®認証林および管理
された森林からの製品である「FSC認証紙」、原材料
に揮発性有機化合物（VOC）を一切使用しない
「Non-VOCタイプのインキ」、印刷工場で有害な廃
液を排出しない「水なし印刷方式」を採用しています。

見やすさへの配慮

ユニバーサルデザイン
（UD）の考えに基づいた
見やすいデザインの文字
を採用しています。

クラレCSRレポート
東京本社 〒100-8115 東京都千代田区大手町1-1-3（大手センタービル）
大阪本社 〒530-8611 大阪市北区角田町8-1（梅田阪急ビル オフィスタワー）
代表 TEL：03-6701-1000　 FAX：03-6701-1005
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